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　本論は、ショッピングセンター（以下SC）が日本国内で開業する地理的

市場をどのように拡大してきたかについて扱うものである。『SC白書2022』

（一般社団法人日本ショッピングセンター協会）に記載のある2021年12月末

時点で営業中の日本国内のSCを、開業年と自治体ごとに整理し、開業する

自治体がどのように拡大したかについて1950年から2021年までの変化を記

述し、傾向を明らかにすることを目的とする。

　主な結果としては、（1）SCの市場は都道府県を単位として見た場合に

1970年代にほぼ全国規模に拡大していたこと、（2）SCが新たに市場拡大し

た自治体の数は、各都道府県の内部での市場浸透が進んだ1990年代後半が

最大であったこと、（3）2010年以降はSCが市場拡大する自治体が特定の都

道府県に集中する傾向があること、などが確認できた。

1．対象と目的

　一般社団法人日本ショッピング協会によれば、SCとは「一つの単位とし

て計画、開発、所有、管理運営される商業・サービス施設の集合体で、駐車

場を備えるものをいう。その立地、規模、構成に応じて、選択の多様性、利

便性、快適性、娯楽性等を提供するなど、生活者ニーズに応えるコミュニ

ティ施設として都市機能の一翼を担うもの」と定義される。
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　また、SCとして取り扱われる際の基準としては、「ディベロッパーにより

計画、開発されるものであり、小売業の店舗面積は、1,500㎡以上であるこ

と、キーテナントを除くテナントが10店舗以上含まれていること、キーテ

ナントがある場合、その面積がSC面積の80％程度を超えないこと（但し、

その他テナントのうち小売業の店舗面積が1,500㎡以上である場合には、こ

の限りではない）、テナント会（商店会）等があり、広告宣伝、共同催事等の

共同活動を行っていること」が挙げられている1）。従って、店舗面積が1,500

㎡以上であったとしても、一部の百貨店、スーパーマーケット、ドラッグス

トア、その他専門店チェーンなどに見られるように、単一企業が単独で出店

しているような場合、それらはSCとはみなされない。

　SCを運営する企業の成長方法には、大きく分けて個々の店舗の大型化と

店舗の多店舗化がある。前者は個々の店舗の売上を拡大するために大型の店

舗を新規に出店したり、既存の店舗を増床したりすることである。しかし、

個々の店舗の大規模化には用地の制約や、個々の店舗の商圏の広がりに限界

があるため、小売業者の中には、標準化された規模の店舗を新規に、継続的

に出店することにより多店舗化を図るものもある。

　本論ではSCの多店舗化を扱う。少数のSCを運営する企業も存在すると

考えられ、すべてのSC運営企業が多店舗化を図ろうとするとは限らない。

しかし、運営企業は異なったとしてもSCそのものの総数は増加している 

ため、本論における多店舗化は、個々の企業に焦点を当てたものではなく、

SC全体の数が増加するという意味での多店舗化とする。

　小売業者の店舗の出店の目的には、まだ店舗が存在しない有望な地理的市

場を選択することで市場を面的に拡大することと、既に店舗が存在する地理

的市場に追加的に出店し優位性（ドミナント）を形成することの２つの側面

がある。この点はSCの出店の場合でも共通している。ここでは前者を市場

拡大、後者を市場浸透と呼ぶことにする。

　同一企業のSCが仮に多店舗化する場合、ある一定の市場規模があり、か

つ、自社の出店の空白地帯である地理的市場を探索し、そこに自社のSCを
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出店することを繰り返すことがほとんどである。SCが新たに出店する市場

としては、潜在需要が大きい、主に都市部の自治体が選択されることもあれ

ば、潜在需要は相対的に低いものの、出店・営業コストが低く抑えられる、

主に郊外地域の自治体が選択されることもある。

　SCは店舗の規模が大きいため、同じ自治体に自社の同じ名称のSCを複

数出店することは少なく、そのためSCの新規出店は自社のSCの空白地帯

への市場拡大が主となる。その際、地理的市場は自治体（市区町）を単位と

して、新規案件の商圏分析、売上予測などの過程を経て出店判断が行われる。

よって、SCによる市場拡大の“市場”とは自治体（都道府県・市区町）と言

い換えても差し支えないと思われる。

　しかし、単一のSCでその地理的市場の需要を満たすことが困難な場合、

他の企業が別のSCを開業することになる。市場ポテンシャルがまだ残って

いると考えられる地理的市場では、他社による追加的なSCの出店が進めら

れることにより、SCそのものの市場浸透が進む。同じ地理的市場で、個々

の企業にとっては市場拡大となるSCの出店が、複数の企業によって同時並

行的に、あるいは、時間差をおいて進められることにより、その地理的市場

でのSCそのものの市場浸透が進み、その結果、その地理的市場の商業集積

が形成される。

　以上をふまえ本論は、自治体を地理的市場の単位をとして、SCの市場拡

大の側面のみを対象とする。

　日本国内では、過去50年以上にわたってSCの開発が進み、2021年12月

末時点で日本国内には3169件のSCが存在する。2022年には新たに36件が、

2023年には32件が新たに開業予定である2）。

　昨今、大型SCがあまりにも多く開業し、店舗の過剰感も指摘されるよう

になった。しかし、SCの数や出店の経緯などは全国一律なものではなく、

地理的市場ごとに異なるため、商業集積の形成の状況には地域間で差異があ

ると考えられる。それに対してSCの出店の傾向に関する情報は、店舗の総

数や業態・立地などの店舗類型ごとに集計された、全体的な傾向を論じてい
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るものが多いように思われる。こうした情報は、基礎的なものとして必要な

ものではあるが、小売業者が個々の地理的市場の現状を的確にとらえるにあ

たり十分な役割を果たしているとは言い難い。個々の地理的市場の現状や、

地理的市場間の差異に関する情報は、特定の地理的市場でのSCの出店余地

がまだあるかどうかの判断や、そこでの具体的な立地を選択する際に有用な

ものである。また、SCにテナントとして出店する小売業者にとっても、既

に存在するSCのうち、どのSCに出店するべきかという問題は頻繁に発生

する。

　こうした状況に資する、より解像度の高い知見を創造する一環として、本

論はSCによる都道府県・市区町レベルでの市場拡大が、1950年から2021

年までの間にどのように進んできたかについての傾向を記述することを目的

とする。SCの開業は東京都や大阪府などに含まれる市場規模の大きい市場

で時期的に先行していたと考えられる。その後、SCの市場が都道府県レベ

ルでどのように拡大したか、また、各都道府県の内部ではどのように市場拡

大が進んだかについて確認したい。

　日本でSCの開発が始まってから約70年が経過したが、ここでその出店の

軌跡を振り返ることは有意義なことと思われる。この結果により、SCやテ

ナント企業による、個々の市場の小売環境の理解を質的に向上させることも

期待できる。

2．方法

　いつ、どの自治体にSCが開業したかに関する情報は、一般社団法人日本

ショッピングセンター協会の『SC白書2022年』に基づく。『SC白書2022年』

では、2021年12月末時点で営業中のSC3169件の市区町村別の一覧が掲載

されている3）。そこでは、SC名のほかに、店舗面積と開業日に関する情報

も記載されている。それらの情報をもとに、横軸を年、縦軸を日本全国の自

治体名（市区町村）とした表に開業したSC名称を記載した。この表を縦に
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見ることで、年ごとにどの自治体でSCが開業したかを確認でき、横に見る

ことで、自治体ごとに何年にSCの開業があったかを確認できる。

　以上の情報から、最初にSCが開業した自治体の数を都道府県と期間ごと

に集計することにより、SCの自治体レベルでの立地選定に関する1950年か

ら2021年までの変化の傾向を把握することを試みる。その際、SCが市場拡

大した自治体の数が全国規模でどのように増加したかにくわえて、市場拡大

の進み方の地域的な差異や時間的間隔、順序などについても確認する。

3．SCの市場拡大の推移

（1）全体的傾向

　図1は、最初のSCが開業した自治体の総数の1950年から2021年までの

推移を示している。1960年代までは増加傾向が緩やかだったが、1970年代

に入るとその数が急激に上昇している。続く1980年代は一服するものの、

1990年代には1970年代を上回る勢いで急増している。SCが初めて開業し

た自治体の総数は1990年代の後半がピークで、その数は183に上った。現

在、SCが存在する自治体の数は957であるため、そのうち5分の1弱はこの

図1　SCが新たに進出した自治体の総数
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時期に最初のSC開業があった自治体である。1990年代はSCの空白地域へ

の拡大が急激に進んだ時期と捉えることができる。

　しかし、2000年以降は大幅に減少し、現在に至るまで減少傾向が続いて

いる。残されたSCの空白地域の数が少なったことがうかがえる。

　最初のSCが開業した自治体数を、1950年から2021年まで5年間単位で、

都道府県ごとに集計した結果を表1に示す。網掛けは最初のSCが開業した

年 1950–
1954

1955–
1959

1960–
1964

1965–
1969

1970–
1974

1975–
1979

1980–
1984

1985–
1989

1990–
1994

1995–
1999

2000–
2004

2005–
2009

2010–
2014

2015–
2019

2020–
2021

北海道 0 0 0 0 4 12 5 3 7 7 0 4 0 1 0
青森県 0 0 0 0 0 3 0 2 1 3 0 3 1 0 0
岩手県 0 0 0 0 1 0 2 4 1 5 1 1 0 1 0
宮城県 0 0 0 0 0 1 0 0 8 7 5 2 0 2 0
秋田県 0 0 0 0 1 1 1 0 1 2 2 1 1 0 0
山形県 0 0 0 0 1 1 0 1 3 2 1 0 1 0 0
福島県 0 0 0 0 0 2 1 2 4 2 0 2 0 0 0
茨城県 0 0 0 0 0 1 3 5 4 9 3 3 0 0 0
栃木県 0 0 0 0 1 1 0 2 2 2 1 2 0 0 0
群馬県 0 0 0 0 0 0 2 0 2 3 1 0 0 0 0
埼玉県 0 0 0 1 1 3 3 7 8 4 7 12 2 1 1
千葉県 0 0 1 1 4 4 4 4 8 7 2 1 2 1 0
東京都 1 3 5 4 5 10 3 2 2 5 4 3 1 1 0

神奈川県 0 1 1 3 1 5 9 7 7 4 1 0 2 0 0
新潟県 0 0 0 0 0 2 3 4 5 6 3 0 0 0 0
富山県 0 0 0 0 0 4 3 0 4 1 0 0 1 0 0
石川県 0 0 0 0 1 1 2 1 0 5 1 2 0 0 0
福井県 0 0 0 0 1 3 2 0 1 2 1 0 0 0 0
山梨県 0 0 0 0 0 2 0 2 1 1 3 1 1 0 0
長野県 0 0 0 0 1 2 1 1 4 6 2 0 0 0 0
岐阜県 0 0 0 0 1 1 1 6 4 6 1 3 1 0 0
静岡県 0 0 0 0 1 0 4 3 3 9 6 2 1 0 0
愛知県 0 2 1 2 8 4 6 9 11 7 7 3 1 0 0
三重県 0 0 0 0 2 3 2 2 3 2 1 1 1 0 0
滋賀県 0 0 0 0 0 5 0 3 3 1 1 0 2 0 0
京都府 0 0 2 0 6 1 4 4 1 7 0 1 0 0 0
大阪府 0 1 2 1 13 8 7 7 5 4 3 0 2 2 1
兵庫県 0 1 2 2 5 4 3 7 6 4 2 1 0 1 0
奈良県 0 0 0 0 2 1 2 1 0 3 3 0 1 1 0

和歌山県 0 0 0 1 0 1 1 0 1 3 0 0 1 0 0
鳥取県 0 0 0 1 0 0 3 0 0 1 0 0 0 0 0
島根県 0 0 0 0 0 2 2 1 1 1 1 0 0 1 0
岡山県 0 0 0 0 2 5 2 0 5 3 0 0 0 0 0
広島県 0 0 0 0 4 5 2 4 5 3 1 0 0 0 0
山口県 0 0 0 0 1 1 5 1 4 1 0 0 0 0 0
徳島県 0 0 0 0 0 0 1 1 2 2 1 2 1 0 0
香川県 0 0 0 0 0 0 0 1 1 3 1 3 0 0 0
愛媛県 0 0 0 0 0 2 0 0 3 2 1 1 1 0 0
高知県 0 0 0 0 1 2 0 0 0 2 1 1 0 0 0
福岡県 0 0 1 1 3 4 3 0 3 11 5 4 4 2 0
佐賀県 0 0 0 0 0 1 1 0 1 4 0 0 0 0 0
長崎県 0 0 0 0 2 1 0 0 1 3 0 2 0 0 1
熊本県 1 0 0 0 0 2 0 5 2 6 3 1 1 1 0
大分県 0 0 0 1 1 1 2 0 0 4 1 0 0 0 0
宮崎県 0 0 0 0 1 0 0 1 0 3 1 0 0 0 0

鹿児島県 0 0 0 0 0 1 0 0 3 2 0 1 0 0 0
沖縄県 0 0 0 0 0 1 1 1 2 3 4 4 2 1 0
合計 2 8 15 18 75 114 96 104 143 183 82 67 31 16 3

表1　SCが市場拡大した自治体数
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期間を示し、値が大きい場合は、その期間に同じ都道府県における未出店の

自治体へのSCの市場拡大が活発であったことを意味する。

　SCが新たに開業した自治体は、1960年代までは一都三県や大阪府、愛知

県などの大都市圏を中心とした少数の都道府県に限られていた。一都三県は

ひとくくりで考えがちであるが東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の順に、

約5年間の間隔を経てSCの市場が拡大していたことが分かる。

　しかし、1970年代に入るとSCが開業した自治体は44都道府県にまで広

がり、SCの市場はほぼ全国に拡大した。1980年代には残る3県にもSCが

進出したことにより47都道府県全てにSCが進出した。図1でSCが新たに

進出した自治体の総数が1970年代に急増したことが示されたが、この期間

に急増したのは、SCが開業する市場が全国規模に拡大したことが影響して

いると考えられる。

　SCが市場拡大した自治体の数が、特定の都道府県に集中する度合いがど

のように変化したかを把握するため、同数の都道府県ごとの比率からハー

フィンダル・インデクスを求め、その時系列的推移を確認した（図2）。ハー

フィンダル・インデクスは、仮にSCが開業した自治体が一つの都道府県に

しかない場合に最も高くなり、値が10,000となる。値が減少することは、

図2　SCが市場拡大した自治体の特定の都道府県への集中度
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特定の都道府県への自治体数の集中度が下がることを意味し、それはSCが

開業した自治体が、より多くの数の都道府県に拡散したことを示す。

　SCが市場拡大した自治体の特定の都道府県への集中度は1950–54年に

5000を示していたが、その後は急激に減少し1970年代には1000を下回った。

1970年代にSCの市場が全国規模に拡大していたため、分散傾向が強まった

といえる。続く1980年以降も分散傾向は続き、1995–99年に集中度は最も

低下した。1990年代にSCが市場拡大した自治体が増加し、1995–99年に

ピークに達したことを考えると、この期間は市場規模の小さい市区町に至る

まで市場が多様化したものと考えられる。

　しかし、2000年以降は総じて上昇傾向に転じており、最近の2015–2019

年は800を上回っている。SCが市場拡大した自治体の特定の都道府県への

集中度が、直近では高まっていることが確認できる。

（2）地域別の傾向

　地理的拡大の地域的な現れ方の違いを1950年代から2010年代まで10年

刻みで確認する。

　表2では、1950年代と1960年代にSCが初めて開業した自治体が、都道

府県ごと示される4）。それによると、1950年代は東京都内の4区、大阪府中

央区、名古屋市中区・中村区などを含む6都府県10市区でSCが開業した。

まだ自治体数も少なく、拡大の範囲は極めて限定的であった。

　東京都が最も早く1950–1954年にSC一号店が開業した。その後、約5年

の間隔をおきながら隣接する神奈川県・千葉県の順にSCが開業した。首都

圏以外では、1955年–1959年に愛知県・大阪府・兵庫県、1960–1964年には

京都府・福岡県といった市場規模の大きい府県でもSCの開業が進んだ。

　各都道府県での一号店が開業した時期に関心が向きがちであるが、これら

の都府県では、その後も同じ都府県内にありSCが未出店だった自治体で

SCの開業が進んでいた。例えば、東京都と神奈川県では1960年代までに計

13の自治体にSCの出店範囲が広がった。
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　1960年代は、千葉市中央区、京都市下京区、神戸市中央区、福岡市博多

区などで新たにSCが開業し、拡大の範囲は13都府県に広がった。面的な拡

大と並行して、1950年代にSCが開業していた6都府県のうち熊本県を除く

5都府県の内部でも、新たにSCが開業した自治体が増加している。

　1960年代までのSCの開業した自治体は、一部例外もあるが主として大都

市圏の都府県に集中していたと言える。

　表3は1970年代と1980年代に新たにSCが開業した自治体を都道府県別

に示している。

　1970年代は、北海道・宮城県・広島県などでもSCの一号店が開業した。

　また、1960年代までにSCが出店していた都道府県の周辺の県でもSCが

新たに開業した。その結果、SCの拡大範囲は44都道府県に拡大した。1970

年代までに都道府県を単位としたSCの出店範囲はほぼ全国に広がったとい

える。1960年代と同様に東京都、愛知県、大阪府では、多くの自治体で新

表2　1950–1969年にSCが新たに開業した自治体

（『SC白書2022』をもとに筆者作成。太字は期間の前半に拡大したことを示す）
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たなSCの開発が進められていたことが確認できる。

　1980年代に新たにSCが開業した県は、群馬県、徳島県、香川県の3県で、

これにより全都道府県でSCが開業したことになる。SCが開業していない

都道府県の数が少なくなるにつれて、1980年代以降は、既にSCが開業済の

各都道府県におけるSC未出店の自治体への追加的出店がSCの開業の主体

となった。

　1980年代に新たなSCの開業があった自治体の数が10を上回っていたの

は、神奈川県・愛知県・大阪府といった大都市圏の府県であった一方で、こ

の時期には自治体名に郡が含まれるところが目立ち始めた。この時期は、SC

の開発の範囲が都市部から郊外部へ拡大しはじめた時期であったと捉えるこ

とができる。

表3　1970年代と1980年代に新たにSCが開業した自治体
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　1990年代はSCが新たに開業する自治体数が急速に増加した時期であった。

　表4は1990年代に新たにSCが開業した自治体を都道府県別に、自治体数

が多いため1990–1994年と1995–1999年に分けて示している。

表4　1990年代にSCが新たに開業した自治体

（『SC白書2022』をもとに筆者作成。太字は期間の前半に拡大したことを示す）
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　1990年代に新たなSCの開業があった自治体の数が10を上回っていたの

は、北海道、宮城県、茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、静岡県、

愛知県、兵庫県、福岡県であった。この期間はSCが新たに開業する自治体

数がもっとも増加し、そこでは東京都や大阪府よりも、それらの周辺の県や

郡部をも含む、非常に広い範囲の自治体でSCの開業が活発に進められ、そ

の勢いは1990年代の後半に強く表れていることが分かる。

　しかし、2000年以降はSCの開業が活発な地域が限定的となる。表5は

2000年代に新たにSCが開業した自治体を都道府県別に示している。

（『SC白書2022』をもとに筆者作成）

表5　2000年代と2010年以降にSCが新たに開業した自治体
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　2000年代に新たなSCの市場拡大があった自治体の数が10を超える都道

府県は、埼玉県、愛知県、福岡県、沖縄県の4県にとどまっているが、その

中でも2000年代の埼玉県は19と突出した値を示している。2010年以降は新

たなSCの市場拡大が10を超える自治体の数は0となった。

　2000年以降に新たなSCの開業があった自治体数が1以下と極端に少ない

都道府県は、表5に含まれないものも含めると、群馬県、富山県、福井県、

京都府などを含む計13府県にのぼる。これらの府県では、1990年代に市場

拡大が進んだ結果、出店するに十分な市場規模がある未出店の自治体がほと

んど残っていないように見受けられる。

　2000年代は出店するに十分な市場規模がある未出店の自治体がまだ残っ

ている都道府県で市場拡大が進んだ。しかし、2010年以降は未出店の自治

体への市場拡大の余地は限定的となった。図2でSCが市場拡大した自治体

の特定の都道府県への集中度が2000年以降上昇傾向にあることが示された

が、これは出店するに十分な市場規模がある未出店の自治体が、市場規模の

大きいもののSCの市場拡大が遅れて開始された都道府県に多く存在してい

るためと考えることができる。

（『SC白書2022』をもとに筆者作成。太字は期間の前半に拡大したことを示す）
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4．まとめと今後の課題

　ここまで2021年末時点で営業中の、SCの定義に該当するSCのみを対象

とし、それらの市場拡大の変化を、自治体を単位として概観してきた。そ

の結果、SCが市場を拡大した自治体の総数が増加した時期は、1970年代と

1990年代の2つの期間があったことが確認できた。2つの期間は性質が異な

り、1970年代はSCが開業する市場が都道府県レベルで全国規模に拡大した

ことが、そして1990年代は、既にSCが開業している都道府県内の市場規模

の小さい市区町に至るまでまで、SCの市場が拡大し、SCの市場が多様化し

たことが、それぞれ影響していると考えられる。また、2000年以降の現在

はSCが市場拡大した自治体の特定の都道府県への集中度が高まっているこ

とが確認できた。

　本論では扱わなかったが、SCの出店には法的規制などの社会環境が大き

く影響していると考えられるため、大型店舗の出店規制などとの関連も含め

ながら、SCの出店の変遷に関する考察を深めたい。

　また、小売業の出店の目的には新たな市場を開拓するだけでなく、既存の

エリアに集中的・継続的に出店することでドミナント（優位性）を形成する

ことも含まれる。それに関連して、昨今、大型SCの過剰感が指摘されてい

るが、SCの過剰度合いは全ての地理的市場で同じレベルであることは考え

にくく、高い所もあれば、それほどでもない所もあると考えられる。また、

SCが未出店の地理的市場の数が非常に限定的になっているなか、現在の

SCの開業は、既に複数のSCが開業している既存市場への追加出店が主流

とならざるを得ない。その際、市場拡大ではなく市場浸透の度合いや経緯が

市場ごとにどう異なるかについての傾向を把握することの方がより重要があ

る。本論を通じて作成したデータをもとに、地理的市場間の市場浸透の度合

いを比較することも行いたい。

　大型の商業施設としてはSCだけでなく、大型の店舗を単独で運営する企

業の店舗や、SCの定義に該当しない大型の小売業態（ホームセンターなど）
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も存在する。これらを対象に含めていくことも、市場環境をより厳密に把握

するうえで必要なことである。以上を今後の課題としたい。
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─────────────
1）   日本ショッピングセンター協会（https://www.jcsc.or.jp/sc_data/data/definition　

2023年2月27日アクセス）に定義の詳細が記載されている。
2）   商業施設新聞  2023年1月10日
3）   掲載されているデータは一般社団法人日本ショッピングセンター協会独自の調 

査に基づくものであり、同協会による『SC定義』に該当するものである。また、
2021年12月末時点で営業中のSCが対象であるため、開業後に閉店したSCは含ま
れていない。閉店するSCの数は2021年が44で、2021年も同じ程度の数であり、
2018年の3220件をピークに総SC数は減少に転じている（『SC白書2022年』)。し
かし、3000超のSCの総数に対する完全に閉店したSC数の比率は、本論の作成時
点の2023年では５％にも満たないわずかなものであること、また、開業当初のSC
の運営主体や名称が変更されたSCは、変更された後の名称で、開業時期を変えず
に継続してデータに含まれていることを鑑みると、開業後に閉店したSCが完全に
含まれていないために、本論の妥当性が失われるとまでは考えにくいものと思わ
れる。

4）   表２〜表６には自治体名称は現在の名称で表示されており、SCが実際に開業した
時期のものとは異なる場合がある。また、自治体名称は、SCの定義に該当し、か
つ、2021年12月末時点で営業中のSCが開業した年代ごとに表記されているため、
記載されている年代よりも前にＳＣの定義に該当しない大型の商業施設が開業し
ていた場合や、実際にはSCが開業していたとしても2021年12月末時点で営業し
ていない場合は、自治体名称が記載されていない。




